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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　移送装置及び延伸装置の何れか又は両方に取り付けたトグル杆装置を有する把持装置に
おいて、
　把持装置(6)は、把持壁(25a)に対し把持軸(25b)周りに揺動可能な把持杆(25c)を有し、
　把持杆(25c)は、杆軸(60b)を中心に互いに揺動可能な第１の杆脚(KH-S1)と、第２の杆
脚(KH-S2)とを有するトグル杆(60’)として形成され、
　第１の杆脚(KH-S1)は、把持軸(25b)を中心に揺動可能であり、
　第２の杆脚(KH-S2)の自由端部には、揺動板(60c)が設けられ、
　把持壁(25a)に設けられる把持座(61)は、把持座面(61S)と、把持座面(61S)に形成され
る把持面(61d)とを備え、
　把持杆(25c)の第１の杆脚(KH-S1)と第２の杆脚(KH-S2)とは、開放位置と閉鎖固定位置
との間で揺動でき、開放位置では、揺動板(60c)に設けられる把持面(60d)は、把持座(61)
の把持面(61d)から離間して、揺動板(60c)の把持面(60d)と把持座(61)の把持面(61d)との
間に長尺材料(F)を配置でき、
　更に、解放位置から閉鎖固定位置に把持杆(25c)を揺動するとき、杆軸(60b)を中心に揺
動可能な第２の杆脚(KH-S2)及び／又は揺動板(60c)に作用して、揺動板(60c)と把持座(61
)との間に長尺材料(F)の端縁(Fr)を初期固定する付勢装置(MK)が設けられ、付勢装置(MK)
は、磁気結合装置からなり又は磁気結合装置を備え、
　その後、最終的な閉鎖固定位置に把持杆(25c)を揺動すると、揺動板(60c)は、把持座(6
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1)方向に把持力を発生して、把持座(61)の把持面(61d)との間に配置される長尺材料(F)の
端縁(Fr)を締めつけ保持することを特徴とする把持装置。
【請求項２】
　磁気結合装置は、他の磁石又は他の磁極片又は強磁性材料と相互に作用する磁石(62M)
又は磁極片(62a)を有する請求項１に記載の把持装置。
【請求項３】
　杆軸(60b)を中心に揺動可能な第２の杆脚(KH-S2)若しくは揺動板(60c)又は／及び第１
の杆脚(KH-S1)に磁石(62M)又は磁極片を固定した請求項２に記載の把持装置。
【請求項４】
　揺動板(60c)の後方側の領域内で第２の杆脚(KH-S2)に磁石(62M)又は磁極片を設けた請
求項３に記載の把持装置。
【請求項５】
　走行可能な把持装置(6)に固定された別体の保持装置(62b)に複数の磁石又は磁極片(62a
)を取り付け、
　複数の磁石又は磁極片(62a)の作用面は、揺動板(60c)の閉鎖運動に従って空間内で線状
又は湾曲状となる請求項１又は２に記載の把持装置。
【請求項６】
　揺動板(60c)又は揺動板(60c)に連結される作用部と磁石(62M)又は磁極片(62a)との間で
、最大吸引力を発生する最接近相対位置で最小間隙(SP)を形成した請求項１～５の何れか
１項に記載の把持装置。
【請求項７】
　把持杆(25c)が開放位置にあるとき、長尺材料(F)とは反対側に配置された停止部及び／
又は受座(63a)に揺動板(60c)を当接させかつ長尺材料(F)に対向する付勢装置(MK)により
把持座(61)から離間する方向の力を揺動板(60c)に加えて、好適な所定の開放位置に揺動
板(60c)を保持する請求項１～６の何れか１項に記載の把持装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、特に請求項１の前文に記載する移送装置、特に、連続的延伸装置又は同時延
伸装置形式の延伸装置用トグル杆装置を備える把持装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　延伸装置は、特に、樹脂薄膜（プラスチックフィルム、箔又は長尺材料）の製造に使用
される。横方向と縦方向に樹脂薄膜を同時に延伸する所謂同時延伸装置が公知である。ま
た、公知の連続的延伸装置では、例えば、まず縦方向に延伸し、その後横方向に延伸して
（又はその逆に）、互いに連続する２段階で樹脂薄膜が延伸される。
【０００３】
　一周する循環式案内レール上に走行可能に配置される走行装置に取り付けられる固定装
置、所謂把持装置により、延伸すべき長尺材料、通常樹脂薄膜の両側が把持される。把持
装置は、進入領域（例えば、延伸すべき樹脂薄膜の両端縁を把持する）から延伸領域（対
向する把持装置が案内レール上で移送方向から横に互いに離間する方向に移動される）を
介して排出領域に順次移動し、排出領域内で樹脂薄膜は、例えば所定の内部応力緩和処理
及び／又は熱後処理を受けて、その後、帰路を通り再び進入領域に移動する。
【０００４】
　連続的移送装置及び同時移送装置は、対称平面に対して対称に垂直に配置されかつ部分
的に又は完全に一周する案内レールを有する２本の案内周回軌道を通常有し、案内レール
に沿って移送体が案内軌道上で走行し又は移動する。この移送体は、通常、樹脂薄膜の両
縁部を把持する把持装置と、把持装置と一体に案内レールに沿って移動する駆動装置とを
有し、移送体は、全体として又は部分的に移送装置とも称する。案内レールに沿って移動
する移送装置は、滑動部材、転動（ローラ）部材又は組合せ滑動転動部材を介して案内レ
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ール上で案内され駆動される。
【０００５】
　長手方向に移動して樹脂薄膜を延伸する移送装置に長尺材料、特に樹脂薄膜を把持する
把持装置を取り付ける必要がある。例えば、移送方向に対して左右対称に樹脂薄膜を拡張
する把持装置の案内装置が樹脂薄膜を延伸する延伸装置内に設けられ、案内装置に沿い一
周して環状に接続される把持装置鎖リンク装置又は把持装置搬送体が設けられ、把持装置
は、案内装置の始端で長尺材料又は樹脂薄膜を把持して、案内装置の終端まで長尺材料を
移送する。また、把持装置の搬送体が機械的に互いに結合されず、独立してリニアモータ
駆動装置によって無端レール案内装置に沿って移動する機械も公知である。この種の移送
装置は、特に、２軸同時に樹脂薄膜を延伸する延伸装置に広く用いられている。把持装置
搬送体は、例えば、特許文献１と特許文献２に開示される。
【０００６】
　種々の延伸装置を以下簡単に説明する。全ての前記延伸装置では、一般に長尺材料、長
尺品又は特に延伸すべき長尺樹脂薄膜の延伸に、異なる形態で形成された固定装置が使用
される。
【０００７】
　Ａ）リニアモータを備える同時延伸装置
【０００８】
　同時延伸装置では、移送装置は、リニアモータにより駆動される。リニアモータ駆動さ
れるこの種の移送装置は、例えば、特許文献３又は特許文献４から公知である。
【０００９】
　リニアモータ駆動される移送装置及び特に延伸装置と同時延伸装置は、連結部を介して
本来の駆動装置又は移送装置に把持装置が連結されて通常構成される。例えば、所謂駆動
装置又は移送装置の突縁に一体移動可能に取り付けられる所謂永久磁石形式の二次側（付
属の磁気箱を使用する）を介して駆動力が導入される。そのとき、リニアモータ駆動装置
を介して駆動される移送装置とリニアモータ駆動装置との間に、二次側を搭載しない永久
磁石を使用する空転式移送装置、所謂「空転装置」を設けることができる。また、二次側
のない非駆動式移送装置は、駆動式移送装置と同様に形成される構造を備え、樹脂薄膜が
引出方向に通過する間に、把持装置が樹脂薄膜の端縁を把持するから、延伸すべき長尺材
料を介して、通常、延伸すべき樹脂薄膜に伝達される引張力又は延伸力を介して勿論一体
に移動される。従って、リニアモータ駆動装置を介して駆動される移送装置は、把持装置
を介して延伸すべき樹脂薄膜を延伸設備を通して移動し、その場合に、取り付けられた非
駆動式移送装置は、延伸設備を通して移動される樹脂薄膜と共に一緒に移動される。
【００１０】
　Ｂ）機械的同時延伸装置
【００１１】
　例えば、機械的延伸装置は、特許文献５、特許文献６又は特許文献７から公知である。
案内重量吸収レールの上側及び下側で、水平軸上で回転するローラを介して把持移送装置
を支持しかつ水平方向に互いに離間して配置される２つの垂直側でも、垂直軸上で回転す
るローラを介して把持移送装置を支持する実施の形態が各特許文献に開示される。また、
樹脂薄膜を拡張する同時延伸領域内で、他の制御レールを介してチェーン二叉部材により
、互いに対向する２つの把持装置の機械（ＭＤ）方向間隔を調節できる。
【００１２】
　Ｃ）機械的なチェーン延伸装置
【００１３】
　延伸設備内に配置される横延伸装置又は横延伸多段装置は、例えば、特許文献８、特許
文献９又は特許文献１０から公知である。前記特許文献では、延伸すべき長尺材料、通常
樹脂薄膜の両側は、把持装置により把持され、把持装置は、走行チェーンに固定されて一
周する案内軌道上に走行可能に配置される。把持装置は、進入領域（例えば、延伸すべき
樹脂薄膜の端縁を把持装置で把持する）から延伸領域（対向する両側の把持装置が、案内
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レール上で移送方向に対して互いに離間する横方向に移動して樹脂薄膜を拡張する）を通
じて排出領域に順次走行し、例えば最終的な内部応力緩和及び／又は熱後処理を排出領域
内で薄膜樹脂に付与し、その後、帰路では、再び進入領域内に走行する。
【００１４】
　Ｄ）種々の延伸装置に使用する固定装置
【００１５】
　全ての前記従来例に共通して、長尺品又は長尺材料又は特に長尺の樹脂薄膜は、固定装
置（把持装置）に原理的に挟持され、把持装置に連結された移送装置、例えばチェーン、
二叉格子又はリニアモータにより、移送装置、特に延伸装置の種々の走行領域を通して通
常案内される。
【００１６】
　その場合に、ナイフフラップとも称する適切な把持杆が固定装置内に設けられ、延伸設
備の始端では、把持杆は、適切な操作部材により閉鎖固定位置に移動され、閉鎖固定位置
では、把持杆の固定片は、長尺材料又は長尺の樹脂薄膜を把持座との間に挟持して保持し
、延伸設備の終端では、把持杆は、再び開放位置（解放位置）に揺動され、開放位置では
、把持杆は、長尺材料又は長尺の樹脂薄膜を再び解放する。従来の把持装置では、把持装
置枠体に形成された適切な軸軸受内に軸承される揺動軸が設けられる。この種の把持装置
は、例えば特許文献１１、特許文献１２、特許文献１３又は特許文献１４（特許文献１５
に相当する）から公知である。
【００１７】
　切断、切れ目又は亀裂の傾向の高いかつ／又は導入する延伸力が高い所定の樹脂薄膜を
把持する固定装置は、特に、所謂トグル杆形式の構造で構成することが必要である。
【００１８】
　特に、実質的に直交する２軸内で同時に注型された樹脂薄膜を延伸する延伸装置では、
各縦延伸過程と各横延伸過程により、樹脂薄膜の端縁に強力な延伸力が加えられることが
ある。その理由は、この延伸法では、縦延伸状態の進行に伴い、対向する把持装置の間隔
が増大し、樹脂薄膜の端縁から実質的に引張力が薄膜樹脂に導入されるためである。
【００１９】
　例えば、不正確な角度で把持杆を取り付けると、樹脂薄膜が把持杆の下で部分的に延伸
され又は樹脂薄膜が損傷し裂ける不具合が発生することがある。
【００２０】
　既知の構造は、比較的限定された範囲の樹脂薄膜端縁の厚みに対してのみ適する。これ
は、箔延伸装置内で処理炉を通り把持装置搬送体を移動するために、例えば、部分的に極
力僅かな占有空間しか要求されず又は要求できない把持杆装置に対する必要性からも生じ
る。その場合に、各端縁厚により、把持杆と把持座との間の挟持位置が移動する。極端に
薄い樹脂薄膜では、把持杆と把持座との間の挟持位置、即ち保持点が薄膜樹脂の中心方向
に移動し、薄膜樹脂の端縁が極めて厚いとき、挟持点は薄膜樹脂の中心から離間する方向
に移動する。これは、種々の理由で問題を生ずる。
【００２１】
　樹脂薄膜の延伸装置の生産能力の近時向上に伴い、この種の機械に作動の柔軟性が徐々
に求められ、また、機械は永続的に全力稼働される。多様な製品ラインと樹脂薄膜保管用
の最少費用とによってのみ、この種の設備の経済的な稼動が可能となる。従って、極力装
備を変更する時間を掛けずに、他の樹脂薄膜製品を製造する設備に交換できなければなら
ない。しかしこれは、把持装置にも変更を加えずに、様々の厚みの樹脂薄膜を単一の延伸
装置上で形成することも意味する。
【００２２】
　また、所定の樹脂薄膜の端縁は、長手方向に平行に部分的に巻き込まれる傾向がある。
この場合に、従来の把持装置では、把持領域が２倍の端縁厚みに対応できず、役に立たな
い。このため、例えば、箔延伸装置では、把持装置で樹脂薄膜を保持できず、製造ライン
全体が停止する難点がある。



(5) JP 6560739 B2 2019.8.14

10

20

30

40

50

【００２３】
　特許文献１１は、固定面の最適化輪郭を提案する。しかし、薄い樹脂薄膜に対し把持面
が固定台を越えて、樹脂薄膜の中心方向に張り出す欠点がこの構造にある。特許文献１３
は、特に巻上がる端縁用のリンク機構を提案する。
【００２４】
　また、例えば、特許文献１６又は特許文献１７は、リニアモータ駆動され又は他の延伸
装置に設けられるトグル杆固定装置を開示する。
【００２５】
　特許文献１８と特許文献１９（特許文献２０に相当）は、把持杆の開放を支援する磁石
を使用する。
【００２６】
　トグル杆構造を備える固定装置は、特許文献７にも開示される。
【００２７】
　特許文献７は、例えば、移送装置を構成する所謂二叉格子（ペンタグラフ）に接続れか
つ延伸装置を通して移動される把持装置を有する固定装置を示す。
【００２８】
　特許文献７の把持装置は、支持装置に揺動可能に支持される回転軸を介して把持杆、即
ちナイフフラップが固定される。開閉部と図示しない開閉装置により、把持杆は、入口で
閉鎖されて、把持装置に設けられる把持面と把持座との間に長尺材料又は長尺製品、特に
樹脂箔フィルムを挟持し、出口で開放されて、長尺材料又は樹脂箔フィルムを解放する。
特許文献７は、トグル杆として把持杆を形成し、把持面を備えるフラップを有する。トグ
ル杆は、切欠きを通して杆軸を介して把持杆に結合される構造を備える。この実施例では
、把持装置の閉鎖時に、長尺品又は樹脂薄膜上の常に等しい相対位置に把持杆の把持面を
配置する位置決めばねが重要である。
【００２９】
　従って、従来技術は、取付けるばね（特許文献７、特許文献２３、特許文献２４）又は
歯車機構（特許文献１３）により、把持杆の重量（特許文献２１、特許文献２２）をその
位置に保持し又はその位置に移動するトグル杆又は押座を備えた把持装置を示す。
【００３０】
　それにより、従来の全解決手段には下記の欠点がある。
【００３１】
　即ち、自重のみ（例えば、偏心軸承）で静止状態に押圧板を保持する把持装置では、問
題が生じ、特に、把持装置が急速に移動するとき、把持杆に大きな加速度が加えられて、
著しい（動的）加速力が押圧板に作用するので、把持杆及び押圧板は、所定の位置に安定
的に保持されない。
【００３２】
　ばね構造では、樹脂薄膜の把持に伴い反力が徐々に増大する反面、固定力が減少する。
移動距離が増大する程、固定力又は保持力を減少する反力がその分増大する。
【００３３】
　歯車機構では、押座が強制位置に保持され、樹脂薄膜に押し付けられる。樹脂薄膜は、
徐々に押座の下でも延伸されるので、樹脂薄膜上に押圧板が最適に配置されず、適正な保
持に問題が発生する。
【００３４】
　熱可塑性の合成樹脂薄膜を延伸するとき、特にこの種の樹脂薄膜を同時に（２軸で）延
伸する際に、延伸される樹脂薄膜の把持具からの脱落を阻止する種々の形状が把持面25d,
25eに形成される。同一の目的で、把持面又は押圧面に切欠きを設け又は粗面化した把持
具が使用される。
【００３５】
　押圧面を粗面化すると、押圧面の表面に損傷が形成されて、樹脂薄膜に相当の引張応力
に達したとき、押圧面の損傷が樹脂薄膜に転写され、樹脂薄膜が自動的に損傷するおそれ
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がある。
【００３６】
　従って、ポリエステル、ポリプロピレン、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリ
スチロール及び同種の樹脂材料から選択される延伸可能な合成樹脂材を延伸するには、こ
の種の把持具は、極めて好適である。
【００３７】
　例えば、ポリアミド又はその共重合体等の特殊材料からなる樹脂薄膜の２軸同時延伸を
行うとき、本発明の把持装置に適用できる特殊解決手段が必要である。
【００３８】
　例えば、他の熱可塑性樹脂よりも強固な水素結合を有するポリアミド製樹脂薄膜を延伸
するとき、他の樹脂材料より極めて大きい引張力を必要するのがその理由である。
【００３９】
　従って、他の樹脂材料よりも把持具の遥かに高い「把持力」を要するので、ポリアミド
樹脂薄膜が裂けて、最適な延伸工程の進行が阻害させる難点がある。
【００４０】
　今日の通常の把持具でも、適切な材料で形成しかつ材料の押圧面又は把持面をある程度
強く粗面化すると、摩擦係数を増大して、高機械的強度を達成できるが、前記欠点を生じ
る。また、金属製把持具の使用は、「部分把持」しか行えない大きな欠点を生ずる。熱可
塑性合成樹脂薄膜を２軸同時延伸するとき、延伸工程中に把持具の内側で樹脂薄膜の厚さ
が、把持具の作用する面の内部で徐々に減少する「部分把持」では、把持具の把持面又は
押圧面は、樹脂薄膜の圧縮が困難となる。延伸の進行に伴い、樹脂薄膜の内側から外側に
向かって、２つの押圧面間の間隙が増大するので、最終的に樹脂薄膜に裂け目が発生し又
は単純に把持具から樹脂薄膜が滑落する現象を招来する。その場合に、樹脂薄膜の裂け目
は、歯形に押圧面を形成すると更に増大する。
【００４１】
　従って、熱可塑性合成樹脂薄膜の延伸、特に、ポリアミド樹脂薄膜の２軸同時延伸に使
用する従来の把持装置の多様な難点を発生せずに、本発明は、種々の合成樹脂薄膜の種々
の延伸工程での全要請を完全に満足する把持装置を提供することを課題とする。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００４２】
【特許文献１】独国特許出願公開第４４３６６７６Ａ号明細書
【特許文献２】独国特許出願公開第１９５１０１４１Ａ号明細書
【特許文献３】国際公開第８９／１２５４３Ａ１号
【特許文献４】独国特許第４４４１０２０Ｃ１号明細書
【特許文献５】独国特許出願公開第３７４１５８２Ａ１号明細書
【特許文献６】国際公開第２００４／７１７４８号
【特許文献７】米国特許第５９７０５８９号明細書
【特許文献８】米国特許出願公開第５７９７１７２Ａ号明細書
【特許文献９】欧州特許第４７１０５２号明細書
【特許文献１０】国際公開第２０１４／９４８０３号明細書
【特許文献１１】独国特許第１７１０７４５号明細書
【特許文献１２】米国特許３１０４４４４号明細書
【特許文献１３】独国特許第１００１７３４７号明細書
【特許文献１４】独国特許出願公開第１９５１９０９５Ａ１号明細書（日本特許第３９３
６７３９号）
【特許文献１５】欧州特許第０７８２４９９Ｂ１号明細書（日本特許第３９３６７３９号
）
【特許文献１６】独国特許１０２０１３０１１９６５号明細書
【特許文献１７】独国特許第１９５１０１４１Ｃ１号明細書
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【特許文献１８】欧州特許第２１８８（Ｂ１）号明細書
【特許文献１９】国際公開第２００９３０１９５Ａ１号明細書（欧州特許第２１８８１１
１Ｂ１号明細書に相当）
【特許文献２０】欧州特許第２１８８１１１Ｂ１号明細書
【特許文献２１】国際公開第２００８／４０４８０号
【特許文献２２】特開２００３－２３６９２７号公報
【特許文献２３】特開２００６－１９８８１７号公報
【特許文献２４】特開２００５－２６２６８０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００４３】
　本発明の課題は、敏感な長尺材料及び長尺品、特に敏感な樹脂薄膜を挟持過程間に損傷
せず又は殆ど損傷を生じない把持杆装置を備える改良された把持装置を提供することにあ
る。
【課題を解決するための手段】
【００４４】
　本発明は、請求項１に記載する特徴により前記課題を解決する。本発明の好適な実施の
形態を下位請求項に記載する。
【００４５】
　本発明は、比較的簡単な手段により、従来の解決法より著しい改良を提供する。
【００４６】
　本発明は、広義には長尺材料又は長尺品、特に樹脂薄膜を把持する把持（固定）装置の
保持力を単一又は複数の可能性<1>～<5>から改善できるとの認識から出発する：
　<1>　長尺材料又は樹脂薄膜の等しい相対位置に把持杆の取付位置を常に設定して、改
善が得られる；
　<2>　把持装置及び把持領域からも長尺材料又は樹脂薄膜の延伸時に生じる損傷（引掻
き、押込み、押潰し、投上げ等）により長尺材料内又は樹脂薄膜内に裂け目を生じ得る長
尺材料又は樹脂薄膜の中心方向の損傷を本発明で回避しなければならない；
　<3>　長尺材料内又は樹脂薄膜内の延伸応力の高い側の磨耗を本発明で確実に回避して
、一定の保持条件を達成することができる；
　<4>　更に、本発明では、長尺材料又は樹脂薄膜の外側を向く端縁側に固定面及び把持
面を把持杆の下側の後方領域内に設定して、把持杆の閉鎖時の摩擦力を減少し、特に樹脂
薄膜形式の長尺材料を把持する際に、把持装置から滑落する危険を減少できる；
　<5>　更に、本発明では、長尺材料と樹脂薄膜を保持する一定不変の条件、即ち、
　ａ）把持装置の閉鎖後に完全に摩擦力で保持する場合、及び
　ｂ）延伸過程時に、長尺材料又は樹脂薄膜の厚みの連続的減少に伴って増加する長尺材
料の押圧面間の間隔を補償するように把持機構の押圧面の表面特性を形成し、薄肉化する
長尺材料又は樹脂薄膜に押圧面がある程度「追従」して、長尺材料の該当部分を常に堅固
かつ確実に挟持する場合にも不変の条件を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００４７】
　図面について本発明の実施の形態を以下詳細に説明する。
【００４８】
【図１ａ】加熱炉の内部に延伸側と帰路側とを配置した同時延伸装置を図式で示す平面図
【図１ｂ】延伸側から分離して帰路側を加熱炉の外部に配置した図１ａとは異なる実施の
形態を示す平面図
【図２ａ】樹脂薄膜を把持する把持装置と一体にリニアモータ駆動装置により案内レール
に沿って走行可能な把持移送装置の移送装置を図式で示す断面図
【図２ｂ】図２ａの移送装置に強固に固定された走行可能な把持装置を示す断面図
【図３】樹脂薄膜を把持する閉鎖固定位置に向かって図２ｂに示す開放位置から把持装置
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の把持杆を移動する中間位置で揺動板の端部を把持座に当接した断面図
【図３ａ】図３の揺動板の拡大断面図
【図４】樹脂薄膜を把持する把持装置の最終的な閉鎖固定位置を示す断面図
【図５】図４から角度を９０°回転して、挟持する長尺材料の平面に対し平行に見た閉鎖
固定位置にある把持杆の側面図
【図６ａ】樹脂薄膜の端縁に把持面を配置する例を示す平面図
【図６ｂ】樹脂薄膜の端縁で把持面内に薄弱領域を形成する例を示す平面図
【図６ｃ】本発明で有利な均一な厚みの把持面を示す平面図
【図７】異なる実施の形態を示す把持装置の断面図
【発明を実施するための形態】
【００４９】
　同時延伸装置に適用した移送装置及び／又は延伸装置に取り付けた本発明のトグル杆装
置を備える把持装置の実施の形態を以下説明する。リニアモータ駆動され又は拡張装置（
ペンタグラフ装置）にも、チェーン駆動装置を有する連続的な延伸装置にも又は一般的に
、適切な把持機構と把持装置とを有する同時移送装置にも、原則的に必要な固定装置（把
持装置）の構造を適用できる。適用する移送装置は、滑動移送装置又は転動移送装置でも
よい。
【００５０】
　図１ａに示すこの種の延伸装置は、図面平面に対して垂直な仮想対称中央面SEに対して
対称に配置される一対の駆動装置を備える。図１ａは、対称平面SEに対して対称に引出方
向1に配置される一対の駆動装置により、処理、即ち延伸すべき長尺材料、特に樹脂薄膜
（樹脂フィルム）Fは、循環軌道2上で一周する２つの駆動装置の間を通り引出方向1に移
動される。
【００５１】
　未延伸樹脂薄膜F（樹脂薄膜に適用した本発明の実施の形態を以下説明するが、使用す
る延伸装置により、処理長尺物Fを適切に処理して、縦方向と横方向とに通常延伸できる
ので、本発明の処理対象は、細長い樹脂薄膜に限定されない）は、延伸装置の進入領域ER
内の延伸側又は処理側RSの特に操作側OSと駆動装置の駆動側DSに進入し、例えば、図２ｂ
に示す把持装置6は、樹脂薄膜Fの両端縁8を把持し挟持する。その後、樹脂薄膜Fは、後続
の予熱領域PH内で加熱され、次に搬送される延伸領域Rで縦方向と横方向に同時に延伸さ
れる。続いて、延伸された樹脂薄膜Fは、種々の熱処理領域HTを通過しつつ樹脂被膜の内
部応力が緩和される。延伸装置の突出端AR、即ち、排出領域Aの端部で、適切な手段によ
り樹脂被膜は、把持装置から除去されて、同時延伸装置から排出される。
【００５２】
　本発明の別の実施の形態では、図１ｂに示すように、例えば、案内レールのみが加熱炉
O内を通過する延伸領域を含む前進軌道と、加熱炉Oの外部を通過する帰路軌道の帰路側RL
とで異なる軌道を形成して、案内レールを配置できる。その場合に、既知の延伸装置と付
属の構造を利用できる。
【００５３】
　次に、リニア駆動される把持装置の詳細な構造例を図２ａと図２ｂについて説明する。
【００５４】
　図２ａは、連結部8を介して図２ｂに示す把持装置6を一体に強固に結合した所謂移送装
置7の案内レール15に直角な断面図を示す。把持移送装置Tは、把持装置6と移送装置7とに
大別され、把持装置6は、移送装置7を介して支持され一体に走行する。
【００５５】
　図示の実施の形態では、把持装置6は、連結部8を介して移送装置7に結合され、見方に
より、連結部8は、移送装置側又は把持装置側に包含される。下方に向かって開放するU字
状の開口部を連結部8の下方に設けて、本来の移送装置7から把持装置6を区分上分離でき
る。しかし、他の任意の構造も、採用できる。
【００５６】
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　適切なリニアモータ駆動装置で駆動される同時延伸装置の基本構造は、例えば、欧州特
許第０４５５６３２Ｂ１号明細書又は独国特許第４４３６６７６Ｃ２号明細書に開示され
る全範囲を参照できる。図２ａは、水平の走行面15a,15bと２つの垂直走行面15c、15dと
を有する案内レール（案内支持レール）15の断面を示す。
【００５７】
　図示の実施の形態では、少なくとも１対の走行ローラ505は、各走行面上を走行する。
【００５８】
　走行ローラ又は走行ホィール505の代わりに、例えば、滑動材505’a,505’b,505’c及
び505’dを含む適切な滑動材505’を設けてもよい。また、走行ローラを一部に使用し、
滑動材を他部に使用する転動滑動混合構造の移送装置7の実施の形態も可能である。
【００５９】
　固定場所に設置される一次側502と、把持移送装置Tと共に移動する二次側503とを有す
るリニアモータを介して、把持装置6を取り付けた移送装置7が駆動される。本明細書では
、移送装置7の一次側502と二次側503とにより、移送レール15となる案内レール（モノレ
ール）15に沿って把持装置6を同時に長手方向に走行しかつ移動することができる。
【００６０】
　リニアモータの一次側502は、案内支持レール15に対して平行に取り付けられる。二次
側503は、把持装置6の本体に保持される各保持箱503b内に固定される永久磁石503aを備え
る。
【００６１】
　移送装置7（技術的詳細は、欧州特許第０４５５６３２号明細書に記載される）に強固
に固定される把持装置6を図２ｂの断面図に示す。長尺材料である樹脂薄膜の引出方向、
即ち、図面平面に対して垂直な機械長手方向を図２ｂにMDで示す。また、長尺材料に対し
横に配置される延伸装置の横方向TDも図示する。更に、長尺材料平面に対して垂直のベク
トルth方向に把持装置内に挟持される樹脂薄膜の厚みが形成される。
【００６２】
　下記の説明は、市販の全把持装置（固定装置）と同一の原理に基づく。
【００６３】
　図示の実施の形態では、把持装置6は、連結部8を介して移送装置7に強固に結合されか
つ最終的に把持機構全体を支持する把持壁25aを有する把持機構25を備える。
【００６４】
　把持軸25bを中心に本来の把持杆（ナイフフラップ）25cを揺動可能に保持する把持軸25
bが把持機構25に設けられ、把持軸25bは、常法通り、樹脂薄膜Fの平面Eに対して平行に配
置され、把持装置6を備える移送装置7全体を支持する案内レール15に対して少なくとも平
行に配置される。
【００６５】
　また、把持機構25の把持杆25cの自由端25gに図示しない操作部材が設けられる。本明細
書では、機械的及び／又は磁気的に把持杆25cを作動して、閉鎖固定位置（把持位置）と
開放位置（解放位置）に把持杆25cを移動する開閉器は、特許文献１５に開示される。
【００６６】
　把持杆25cに引張力を加えるばね装置25hの一端は、把持壁25aに設けられるピン25iに係
止され、ばね装置25hの他端は、把持杆25cに固定されるピン25jに係止又は懸架される。
ピン25jは、揺動軸25bと自由端25gとの間に配置される。
【００６７】
　図示の実施の形態では、把持杆25cは、揺動軸25bから離間して平行に配置されるトグル
杆軸（「杆軸」という）60bを有するトグル杆（トグルレバー）60’を備えるトグル杆機
構60の一部を構成する。
【００６８】
　長手領域内に揺動軸25bを設けた第１のトグルレバー脚（「第１の杆脚」という）KH-S1
と、杆軸60bを中心に第１の杆脚KH-S1に対して揺動可能な第２のトグルレバー脚（「第２
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の杆脚」という）KH-S2とを有する２つのトグルレバー脚（「２つの杆脚」）が把持機構2
5に設けられる。
【００６９】
　第２の杆脚KH-S2の自由端部に揺動板（トグル杆フラップ、押圧板）60cが設けられ、把
持座61との間に長尺材料又は樹脂薄膜Fを固定する把持面60dが揺動板60cの底面に形成さ
れる。
【００７０】
　把持座面61Sを備える把持面61dを形成する把持座61は、揺動板60cの把持面60dの下方に
配置される。把持座61により設定される挟持平面Eに長尺材料又は樹脂薄膜Fの端縁を挟持
し、保持することができる。
【００７１】
　ねじ61gを使用して把持座支持体61eにより把持座61自体を把持壁25aに係止し取り付け
ることができる。
【００７２】
　また、開放位置にある揺動板60cの他方の端縁（内縁）に形成される停止面60eを当接さ
せる当接面63bを備える受座63aが把持壁25aに取付けられ又は形成され、停止面60eにより
揺動板60cを把持座61に並行に配置し保持することができる。
【００７３】
　また、付勢装置MKを磁力吸引装置として構成することが好ましい。図示の実施の形態で
は、揺動板60cの一方の端縁（外縁）に対向して第１の杆脚KH-S1の下方の自由端部に永久
磁石62Mを直接、適切な又は公知の固定手段で取り付け又は係止することができる。永久
磁石62Mと協働して揺動板60cを吸引する他の磁石又は少なくとも１つの強磁性材料を揺動
板60cの一方の端縁（外縁）側上に取付け又は永久磁石62Mが少なくとも揺動板60cに吸引
力を及ぼす程度の強磁性材料で揺動板60c自体を構成できる。しかし、揺動板60cの一方の
端縁（外縁）側の永久磁石62Mが、第２の杆脚KH-S2の強磁性部分を吸引する磁力を発生す
る限り、前記構造を逆に構成できる。その限りでは、磁力吸引装置MKが発生する吸引力の
みが通常問題となる。
【００７４】
　次に、例えば、延伸装置の入口に把持装置6を案内する状態、特に、移送装置7と付属の
把持装置6とを有する把持移送装置Tを本発明の実施の形態の作用を詳細に説明し、延伸装
置の入口では、例えば、特許文献１５に開示される電磁開閉器により、磁気結合力を用い
て上方に配置されて、把持杆25cの開閉動作を実行する自由端25gを介して把持杆25cが開
放される。
【００７５】
　従って、同時延伸装置、連続延伸装置、特に移送装置及び把持移送装置Tの把持装置に
、駆動技術に無関係に下記の原理を適用できる。
【００７６】
　リニアモータ駆動される図３の把持装置の例について、本発明の原理を説明する。特許
文献１４に開示される電磁開閉器により、未延伸樹脂薄膜Fの進入領域ERでは、把持杆25c
は、磁気結合力により開閉動作を制御する自由端25gを介して開放される。
【００７７】
　揺動板60cを所定の閉鎖固定位置に移動して、樹脂薄膜を円滑に把持装置9に装着し把持
しなければならない。そのため、トグル杆60’を停止位置に移動する前に、受座63aの当
接面63bに揺動板60cの停止面60eを当接させて、揺動板60cを所定の初期位置に確実に配置
することができる。揺動板60cの把持面60dは、把持座61の被膜61Sの把持面61dに対して平
行である。把持して延伸すべき各樹脂薄膜（又は広義には挟持すべき長尺材料F）の厚み
に応じて、把持面60dと把持面61dとの間隔を設計し、例えば、複数mmに設定できる。同時
に、永久磁石62Mの磁力領域内に移動される揺動板60cは、永久磁石62Mに吸引される。杆
軸60b内の軸受は、極めて摩擦力が小さく、揺動板60cは、拘束されずに円滑に移動するこ
とができる。
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【００７８】
　図３と図３ａは、把持面60dと61d間に樹脂薄膜Fを配置して、揺動板60cの一方の端縁（
外縁）を永久磁石62Mで磁気的に吸着し、揺動板60cの他方の端縁（内縁）と把持面61dと
の間に樹脂薄膜Fの端縁Frを初期固定する状態を示す。本発明では、磁石62Mの磁力により
、揺動板60cの一方の端縁（外縁）を吸着して、揺動板60cの把持面60dの他方の端縁（内
縁）と把持面61dとの間に樹脂薄膜Fの端縁領域Frを確実に初期に把持することができる。
把持杆25cの取付位置は、常に樹脂薄膜Fの相対的に同一位置に定められる。樹脂薄膜Fの
端縁領域の端縁Frを把持して、把持杆25cを閉鎖する場合の全摩擦力をより低減できる。
それにより、揺動板60cによる挟持時に、樹脂被膜の脱落危険性を減少できる。また、高
速で走行する樹脂被膜を挟持し又は把持装置6を極めて急速に閉鎖するので、把持位置が
不定の場合に、揺動板60cに共振現象が生ずることがある。この場合に、軟質の樹脂被膜
の厚み断面が振動により不均一になる影響を受ける。樹脂薄膜の厚みが制御不能に把持領
域内で変動すると、裂け目、引き剥がれ又はもぎ取りを樹脂被膜に生ずる不具合がある（
図６ｃ）。
【００７９】
　樹脂薄膜の把持時に、磁石62M（好適には永久磁石形式）に磁気吸着される押座となる
揺動板60cにより端縁Frが把持される樹脂薄膜Fは、最適な位置に保持される。揺動板60c
が樹脂薄膜Fの端縁Frを把持した後、把持杆25cが更に回動され、図４に示す閉鎖固定位置
に移動すると、揺動板60cは、全面で樹脂薄膜F上に載置される。この場合に、磁石62Mと
揺動板60cとの間隔が増大する程、磁石62の磁気による揺動板60cの保持力の影響が減少す
る。
【００８０】
　把持杆（ナイフフラップ）25cの第１の杆脚KH-S1と第２の杆脚KH-S2が、図４に示す最
終的な閉鎖固定位置に達するまで、トグル杆60’が揺動され、最終的な閉鎖固定位置では
、揺動板60cの把持面60dは、把持座61の把持面61d上に平行に配置されかつ直接把持面61d
に押圧されかつ保持されるので、長尺材料又は樹脂薄膜Fの端縁Frは、対向する２つの把
持面60dと61d間の平面E内に挟持される。
【００８１】
　把持座61の把持面61d上に揺動板60cの把持面60dを平行に配置するため、磁石62Mと揺動
板60cとの間に間隙SP（図３ａ、約０.１～０.５mm）を保持する必要がある。２つの把持
面60dと61d間の保持力又は把持力が大き過ぎると、把持装置6から樹脂薄膜を解放すると
きの衝撃により、樹脂薄膜の厚さに不利な影響が与えられる。従来技術に対し、完全に保
守不要な磁性材は、磨耗を生じない本質的な利点がある。
【００８２】
　図４は、把持装置6の完全な閉鎖固定状態を示す。揺動板60cの他方の端縁（内縁）と把
持面61dとの間に樹脂薄膜Fの端縁Frを初期固定した後に、閉鎖固定位置にトグル杆60’を
回動するとき、磁石62Mから揺動板60cを離間する衝撃が発生せずに、揺動板60cと樹脂薄
膜Fとの傾斜角度α（図３ａ）は、連続的かつ無振動に減少して閉鎖固定位置に達する。
樹脂薄膜は、予熱領域PHを通じて搬送され、その後延伸される。
【００８３】
　図５は、揺動板60c（押座）を取り付ける把持装置6の側面図（TD方向）を示す。
【００８４】
　換言すると、把持装置6の閉鎖固定過程を実行する揺動板60cは、把持座61及び樹脂薄膜
（フィルム）Fから離間する図２ｂに示す初期位置にまず配置され［把持座の平面に対し
て揺動板60cを平行に配置することが好ましい（図２ｂ）］、トグル杆60’の第１の回動
過程では、初期位置にある揺動板60cの一方の端縁（外縁）を磁石62Mで吸引しつつ、揺動
軸25b周りに閉鎖方向にトグル杆60’を回転しかつ樹脂薄膜Fの端縁Fr側に把持装置6を移
動すると、図３に示すように、揺動板60cの他方の端縁（右縁）は、把持座61上に向かっ
て移動し、揺動板60cの他方の端縁（内縁）と把持座61の他方の端縁（右縁）とで樹脂薄
膜Fの端縁Frをまず初期把持することができる（図３及び図３ａ）。揺動軸25b周りに更に
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閉鎖方向にトグル杆60’を回転すると、把持杆25cは、更に移動され、揺動板60cの傾斜角
度αが徐々に減少する揺動運動を通じて、最終的に、樹脂薄膜F上に完全に接触し、把持
座61は、樹脂薄膜Fに対して平行に配置され、樹脂薄膜Fは、把持面60dと61dの間に完全に
挟持される。
【００８５】
　把持杆25cの適当な箇所、特に第２の杆脚KH-S2、揺動板60c又は／及び他の部分に取付
けた強磁性材料又は磁石片又は磁極片を磁石62Mと同様に、協働して又は磁石62Mの代わり
に使用できる。
【００８６】
　広範な実験を行った結果、本発明の解決手段は、有効であることが証明された。図６ａ
は、樹脂薄膜Fの端縁Frを図式で示す。樹脂薄膜F上の把持領域60dFは、揺動板60cの把持
面60d又は把持座61の把持面61dにほぼ相当する。従来のレバー装置では、把持面下方の樹
脂薄膜が極めて薄くなり、把持面60dF下の端縁Frは、延伸力が加えられる樹脂薄膜Fに裂
け目、割れ目又は亀裂が生ずる難点があった。把持面60d, 61d下方の延伸力を伝達する部
分に配置される樹脂薄膜Fの極端に薄膜化した薄弱領域をKFで示す。特に、薄弱領域KFと
、挟持される樹脂薄膜Fの材料及び特に樹脂薄膜Fが把持面60dFの下方で薄弱化し、それ以
上の延伸力を伝達できない危険がある。樹脂薄膜Fの薄弱領域KFは、把持装置6から完全に
引き千切れ又は裂け目が発生する。
【００８７】
　図６ｂに示す同様な状況では、把持領域60dFの内部に極端な薄弱領域KFが形成される。
磁気の影響を受ける傾斜角度αを連続的に減少させずに、取付位置の改良を達成できる。
【００８８】
　図６ｃは、本発明の解決手段により顕著に改良された状況を示す。把持領域60dFは、均
一な厚みを有する。把持装置6の下方では、樹脂薄膜Fの材料は、引き出されない。本例で
は、薄弱領域KFではなく、TD方向とMD方向の延伸により、材料隆起WFが図示の形状に発生
する。
【００８９】
　次に、本発明の変形実施の形態を図７について説明する。
【００９０】
　図７に示す実施の形態は、磁気結合装置MKの機能的な構造が異なる。前記実施の形態で
は、揺動板60c直上の第１の杆脚KH-S1又は第２の杆脚KH-S2に磁石又は永久磁石62Mを設け
る例を示したが、前記実施の形態とは異なり、図７に示す変形の形態では、磁石又は永久
磁石62Mを磁極片62aに取り付ける例を示す。
【００９１】
　図７の実施の形態では、把持装置6の破線で示す遮蔽部材に固定した保持具62bに磁極片
62aが取り付けられる。
【００９２】
　磁極片62aは、複数の多角形の磁石62Mを上側に取り付けた基本的に多角形板である。充
分な数及び／又は大きさの必要な磁石を磁極片62aに設けることができる。開閉装置OCの
極性により、磁石装置の極性が決定される。磁極片62aに鋼板極が通常向けられる。磁極
片62aの縁部と揺動板60cとの間隔SPは、１～６mmである。磁極片62aの縁部は、遮蔽部材
の輪郭OCの配置による。
【００９３】
　磁極片62aの構造体により、磁極片62aの縁部の出口面と前側60’cとを介して揺動板60c
を通って延伸する環状（閉成）の磁場線が形成され、前記実施の形態で説明したように、
揺動板60cは機能方法により方向付けされ保持される。
【００９４】
　磁極片62aと磁石62Mは、把持装置６を開閉する開閉装置OCに保持具62bを介して固定さ
れる。従って、把持杆25cの開閉操作について、把持装置６を開閉する開閉装置OCは、原
則的に特許文献１５に開示されるように、把持杆25cが操作される。
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　磁極片62a自体とは異なるが、磁石のＳ極又はＮ極又はその他の作用面が適切な吸引力
を発生して、揺動板60cの前側に向けられる通常の磁石を適切な位置に設けることもでき
る。この場合も、磁極片の境界面と、必要に応じて設けられる磁石及び揺動板60cの境界
面又は揺動板60cの前側60’cとの間に小間隙SPを設けて、前記実施の形態と同様に、閉鎖
過程での磁気力を推移させることが好ましい。
【００９６】
　形状、表面形態を含めた形態、大きさ等に関して、把持面60c又は61Sを原則的に広範囲
に任意に選択することができる。換言すると、円、角を有する長円形又は他の各形状に把
持面60cと61Sを好適に形成できる。面取りのある縁部を把持面に形成し、不連続部のない
円滑な曲率、例えば半径０.５～５.０mm、好適にはｒ＝１.５mmの半径で形成することが
好ましい。
【００９７】
　硫化エチレンプロピレンゴム（EPDM）を把持面60c及び／又は61S用材料に使用すること
が好ましい。しかし、例えば、バイトン（登録商標）等のフッ素ゴム、ポリウレタン樹脂
（ＰＵ）、青銅、真鍮及び類似等の耐熱性かつ耐磨耗性の各他の材料を使用できる。揺動
板60c及び／又は把持座61e上にも被覆材料を形成できる。硫化結合が好ましいが、ねじ結
合、接着、リベット留め等も可能である。
【００９８】
　このように、極めて一般的な方法で、延伸すべき熱可塑性合成樹脂薄膜の硬度を有する
各基礎材料を使用して押圧面を形成することができる。表面及び構造（例えば、平均粗さ
（Ra）、最大粗さ（Rz））は、組合せ材料に依存する。
【００９９】
　図２ｂ～図６に示す本発明の実施の形態では、直径７mm×厚さ３mmの円形磁石（ネオジ
ム）を固着することが好ましい。極性は、開閉装置OCの極性に依存する。揺動板方向に外
側に向かってＮ極が通常設けられる。
【符号の説明】
【０１００】
　(6)・・把持装置、　(25a)・・把持壁、　(25b)・・把持軸、　(25c)・・把持杆、　(6
0’)・・トグル杆、　(60b)・・杆軸、　(60c)・・揺動板、　(61)・・把持座、　(61d)
・・把持面、　(61S)・・把持座面、　(62a)・・磁極片、　(62b)・・保持装置、　(62M)
・・磁石、　(63a)・・受座、　(F)・・長尺材料、　(Fr)・・端縁、　(KH-S1)・・第１
の杆脚、　(KH-S2)・・第２の杆脚、　(MK)・・付勢装置、　(SP)・・最小間隙、
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